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１８４ 松山大学論集 第２１巻 第６号
税 率 区 分 改正前 １０年改正 １１年改正
基 本 税 率（留保分） ３７．５％ ３４．５％ ３０．０％
中小企業の軽減税率（留保分） ２８．０％ ２５．０％ ２２．０％
税制改革と法人税率の引下げ
日 本 アメリカ フランス ドイツ イギリス 中 国 韓 国





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































３７％ ３３％ ３０％ ２７％ ２３％ ２０％
割 合
























































































平成１０年度 １１２，６５０ ４．５ １４２，０３０
平成１１年度 ９７，１１８ ３．８ １２３，５７８
平成１２年度 １０２，４８７ ４．０ １１１，１５０




































２０２ 松山大学論集 第２１巻 第６号
１４）吉牟田勲『退職金』，税務経理協会，１９７１年８月，４７ページ，参照。
１５）特定預金等とは退職給与金の支出に充てるために特別に法人が所有する資産であり，イ
預金の金額，ロ合同運用信託の金額，ハ従業員を被保険者とする生命保険の保険料の払込
金額で大蔵省令で定めるもの，ニ国債証券または地方債証券の取得価額，ホ社債券等の取
得価額，ヘ証券投資信託の受益証券の取得価額がそれに当たる。なお，営業用の当座預
金，売買等を目的として所有する有価証券等は含まれない。
１６）１，０００，０００円を期間８年，割引率８％で割り引けば，その現在価値は５４０，２７０円（５４％）
となる。また，１，０００，０００円を期間１２年，割引率８％で割り引けば，その現在価値は
３９７，１１３円（３９％）になる。
１７）企業経営者協会「退職給与引当金制度の改正に関する意見書」，昭和３１年２月２１日。
１８）平成８年度税制調査会法人課税小委員会報告第２章６。
１９）http://www.nta.go.jp/kohyo/tokei/kokuzeicho/kaishahyohon２００１/menu/０８.htm。平成２１年９月
３０日。
課税ベースの拡大の企業会計への影響 ２０３
